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（1）「新・国家エネルギー戦略」 （６）



　当センターの安藤勝良理事長は、9月29日、人民大会
堂において、中華人民共和国より「友誼奨」を受賞し、盛
大な祝賀と、心からの敬意を受けた。
　今回の安藤理事長の「友誼奨」受賞は、中華人民共和国
における石炭産業の健全な発展と近代化に取組んできた
努力が高く評価されたものであるが、それと同時に、
JCOALが取組んできたこれまでの努力が、中華人民共和
国によって「すばらしい成果」として評価された点で、日 「厭
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スペシャルレポート ケーン等の影響 

国内における
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　前節で述べたようなエネルギーを取り巻く内外の環境
変化に関する現状認識に基づき、エネルギー安全保障を
軸に、我が国の新たな国家エネルギー戦略を構築するこ
とが不可欠である。
（1） 戦略によって実現を目指す目標

　「新・国家エネルギー戦略」においては、以下の三つを
達成す∵需給逼迫状況と高水準の石油価格の長期化に伴う影響
拡大の可能性
ii） 中長期的な石油・天然ガスの供給確保に係る不安定性
iii） エネルギー市場を巡るリスクの多様化・多層化の進行
　このため、世界最先端のエネルギー需給構造の構築に向
多様化・多層化を愀

） 惴 亳 ｢ 繿
との重要性について、首脳レベルで共通の認識が得られ、
「気候変動、クリーンエネルギー及び持続可能な開発に関す
るグレンイーグルズ行動計画」が合意された。この合意に見
られるように、地球環境問題は、エネルギー政策と表裏一
体の関係にあるとの理解が深まっている。
　エネルギー安全保障の確立に向けて、多様化・多層化
するエネルギー供給制約への対応を進めるに当たって
は、気候変動問題をはじめとする地球環境問題を一体的

に克服していくことを視野に入れて取り責エヌ 性深ょ



備蓄制度の機動力強化 

緊急時対応策の再点検と強化 

緊急時対応策の充実 資源外交、エネルギー環境協力の総合的強化 

数値目標の設定

　エネゑ

強化を図ることが必要である。

（4） 数値目標の設求

　今後、2030年までぬ汳1 麤 ロ 憎は8％から徐々に向

上し、現在、引取量ベースで、15％程度となっている。

　国際的に資源獲得競争が激化する中、







スペシャルレポート 

（1）国際競争力の強化
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（2）鉄鋼業の強みと需要先の変化
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石炭技術最前線

　先ず使用可能な以下のデータ・資料にてデータベース

の構築を進めてきた。

7.1　NEDOが実施した探査資料

　NEDOが過去に南スマトラ州で海外地質構造調査とし
て実施した以下の4事業における探査資料。
（1）海外地質構造調査日本インドネシア石炭共同探査

タンジュンエニムプロジェクト（平成8～12年度）
（2）海外地質構造調査日本インドネシア石炭共同探査

ブニアンクンキランプロジェクト（平成13～16年度）
（3）海外地質構造調査に係る企業化基礎調査

インドネシアムアララキタン地区（平成5年度）
（3）海外地質構造調査に係る企業化基礎調査

インドネシアスンガイリリン地区（平成10年度）
7.2　CGRが保管する探査資料

インドネシアにおける石炭資源解析調査について

14
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　インドネシア政府機関が実施した探査結果。
　（22地域の統一形式でのハードコピー報告書）
7.3　PT. Tambang Batubara Bukit Asam（PTBA）提供

の探査資料

　Serelo地域探査報告（1998年）
7.4　The Royal Dutch / Shell Group（T亡 孅觸愀叠

を ゑ そ 泌

け裯

（2）データベースフォーマットの作成

　① 試錐位置データフォーマット

　② 露頭位置データフォーマット

　③ 試錐柱状データフォーマット（From To形式）

　④ 石炭分析結果データフォーマット

（3）既存探査資料のテーブルデータ化

　① 試錐位置のデジタル化

　② 露頭位置のデジタル化

　③ 試錐柱状のデジタル化

　④ 石炭分析結果のデジタル化

（4）試錐柱状対比図の作成

　試錐データに∵

行うことにより
地質モデリング作業（ラスターデータ（グリッドデー

タ）変換作業）

　炭量計算等の種々の評価・解析へ対応するため、ベク

平成17年度調査位置図

15
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石炭技術最前線 

　石炭は世界中に広く分布し、廉価なエネルギーであ
り、世界の一次エネルギーの約28 ％を担っており、発生
発電量の約40 ％が石炭火力発電所によるものである。石
炭の発熱量当たりのCO2発生量は、天然ガスの約1.5 倍で
あり、石炭火力のCO2

杓齞せ∵

2

2

要であり、特にIGCC（Integrated Gaw肴肴 火胞錞歫 火飽縫ãgr 秋から試験を開始する予定である。
　本報では、海外のIGCCプロジェクトの状況と最近検
討が進められているゼロエミッション 最近検
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した。
　さらに、2001年以降バイオマスとの混焼を進め、バイ
オマスを約30wt%混焼している。
（4） Puertollano（スペイン）
　ECより9%の補助を受け、欧州の電力会社8社とメーカ
3社の連合体（EDF、 ENEL、 National Power、 Siemens
等）により推進されている。1993年に着工し、商用運転
中である。
　経時的にAvailabilityが向上し、2001年に漸く60%を達成
した。その後、低下している。

　米国では、自国に豊富なエネルギー資源の利用及び最
近の天然ガス価格の上昇により多くの石炭火力の計画が級IGCC
の検討（FEED Front End Engnieering Design プロジェク
ト費用見積もりのための詳細設計）を進めている。同プ
ラントの発表されている送電端効率は38.6%（HHV）であ
らRepoweringとして、エネルギー省（DOE）から40%（の補

助を受けて1993年に着工した。3年間の実証試験を経
て、商用化し、一時、商務上の問題から運転を停止して
いたが、新たに設立されたSG Solutions が2005年から運
転を再開している。
　2000年以降のSyngas焚きのAvailabilityは、70%を超え
ている。
（2）Tampa（米国）
　DOEから26%の補助を受けTampa Electric Companyが
単独で推進している。1994年に着工し、4年間の実証試
験を経て、商用化した。
　2004年のSyngas焚きのAvailabilityは、80%を達成し
た。2000年以降の隔年毎にAvailabilityが大きく変動して
いる。
（3）Buggenum（オランダ）
　電力会社4社出資・運営により設立されたオランダ電
力委員会（SEP）により推進され、現在はNUON（電力、ガ
ス、水、熱の供給事業者）がプラントを所有している。
1990年に着工、4年間の実証試験を経て1998年より商用
運転を謙̝
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た検討が必要となる。全世界のCO隔離容量は、地域により大きく異なる。
　}
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2004年と2005年の世界石炭供給推移



JCOALの海外石炭情報 

　1973年当時、OECDは、世界のハードコール生産量
の約50%を占めていた。しかしながら、この割合は、
ハードコール生産量を伸ばすNon-OECD国が増えるに
つれ、低下し続けている。OECDの生産量は、1970年
代と1980年代を通じて増えているものの、1990年に
は、その世界生産量に占める割合が生珊丼にには皐い下し続∵1P年年嶋に

東アジア
　東アジアのカテゴリーに含まれるハードコール生産
国は6ヶ国であるが、石炭の殆ど全てはインドネシア、
朝鮮民主主義人民共和国、ベトナム、およびフィリピ
ンの4ヶ国で生産されている。生産の大半（70.5%）は、
世界第7位の産炭国であり、世界第2位の石炭輸出国で
もあるインドネシアを中心とするものである。2005年
のインドネシアのハードコール生産量は、2004年の水
準より740万トン（5.6%）多い1億3,970万トンに達した。
北朝鮮については、正式な情報筋からの統計データ提
供はなされていないものの、生産量は、2005年に、
2,280万トンから2,440万トンへと6.8%程度増加したもの
と考えられる。ベトナムの生産量は2,550万トンから
2,780万トンへと9.0%増え、フィリピンの生産量は、同
国が発電向け国内炭供給の増強に乗り出したのを契機
として、250万トンから280万トンへと11.7%伸びた。
　ミャンマー、モンゴル等他の東アジア諸国では、少
量のハードコール採掘が行われているが、これは、地
域消費向けや開発段階での少ない量である。



トンに達したことで、2004年に生じた低下は帳消しにされた。トルコとロシアの増加は、ドイツの減少を補ってなお余りあるものであった。ボスニアの生産量

は、主として、中欧ならびに東欧の需給縮小により、

1999年まで着実に低下した。ドイツ、ギリシャ、セル

ビア・モンテネグロ、ルーマニア、インド、カナダ等

の国々では、主に、発電用途が増したことから、その

後の生産量が多少安定している。

　生産量の49%挈殗∵
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州の石炭需要は、その7ヶ国で増え、16ヶ国で減少し
た。EU15ヶ国の需要は、3億1,870万tceから3億870万
tceへと3.1%減少した。
　OECD太平洋の石炭総需要は、2004年の3億1,080万
tceよ
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剤とする技術である微粉炭吹込（PCI）の普及が進んだ。

このようなPCIとしての石炭利用は、鉄鋼業界に重要な

経済利益をもたらし、銑鉄の生産に必要なコーク∵

データを「訂正」して一般炭・原料炭貿易量を供給量に
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ら2005年にかけ、全て、米ドルに対し、南アフリカの
ランドは40%、豪ドルは29%、ユーロは24%、カナダド
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　（財）石炭エネルギーセンターは、平成18年11月27日
（月）、キャピトル東急ホテルにおきまして、石炭利用の

利 克：経済産業省 資源エネルギー庁、（独）新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構

日　時 ：平成18年11月27日（月） 10：00～17：40、
意見交換会 18：00～20：00

会　場 ：講演会場 キャピトル東急ホテル 地下2階
紅真珠の間
（東京都千代田区永田町2丁目10-3
TEL：03-3581-4511）

費　用 ：参加費 無料、意見交換会 5,000円
締切日 ：平成18年11月17日（金）
申込方法 ：

（1）09：30-10：00 ： 参加登録10：00-10：20 ： 開会挨拶
（財）石炭エネルギーセンター　理事長
安藤　勝良

10：20-10：3灰の有効利用技術について（仮題）
東京電力㈱ 技術開発研究所 設備基盤技
術グループ　主任　真保　崇

16：25-17：00 ： 講演-7
中国における事業化の展開について
（仮題）
（財）石炭エネルギーセンター　事業化
推進部長　竹川　東明

17：00-17：10 ： 閉会挨拶　 （財）石炭エネルギーセン





「JCOAL Journal」は石炭分野の技術革新を目指す（財）石炭エネルギーセンターが発行する情報誌です。 

［禁無断転載］ 


